
 

 

 

 

の表紙には「通勤手当に係る

非課税限度額の改正が行わ

れる場合には、年末調整での

対応が必要となることがあ

ります」との注意書きもあ

り。 

 

誤りのない年末調整のた

めには、制度への従業員の理

解が不可欠です。そのために

も、今回公表されたパンフレ

ットや 10月に公開予定の「年

末調整がよくわかるページ」

（国税庁）を確認し、改正点

の周知に努めましょう。 

 

電子申請義務化の『その

先』を考える 

 
◆義務化対応から始める人事

労務ＤＸの第一歩 

2025 年 1 月から、一定規模

以上の事業所について労働安

全衛生法関係書類の電子申請

が義務化されましたが、対応状

況はいかがですか？ 「とりあ

えず義務に対応すれば良い」と

いう考えでは、大きなチャンス

を逃しています。 

電子申請は、人事労務業務全

体をデジタル化する絶好の機

会です。これまで紙ベースで管

理していた従業員情報、勤怠デ

ータ、各種申請書類を統合的に 

デジタル化することで、業務 

 

 

効率は大幅に向上します。 

その恩恵は、特に多忙を極め

る中間管理職層にとって、とて

も大きいはずです。よくわから

ないからといって後回しにし

ては、企業経営にとってマイナ

スにしかなりません。 

 

◆データ活用で実現する戦略

的人材マネジメント 

電子化の真の価値は、蓄積さ

れたデータの活用にあります。

勤怠パターン、休暇取得状況、

各種申請の傾向等の分析によ

って、これまで見えなかった課

題が明らかになります。 

例えば、特定の部署で残業が

集中している原因を数値で把

握できれば、人員配置の最適化

や業務フローの改善につなげ

られます。 

さらに、データを基に、従業

員一人ひとりの成長支援プラ

ンを策定したり、組織全体の生

産性向上施策を立案したりす

ることができます。 

ＤＸは「手段」であり「目的」

ではありません。重要なのは、

デジタル化によって得られた

時間とデータを、いかに組織の

成長に活用するかです。義務化

を機に、人事労務業務の在り方

を根本的に見直してみてはい

かがでしょうか。 

ただし、個人情報保護法への

対応やシステム選定など、専門

的な知識が必要な部分は専門 

 

 

家のアドバイスを受けながら

進めることをお勧めします。 

 

最低賃金引上げに向けた

環境整備のため｢業務改善

助成金｣が拡充されます！ 

 

 令和７年９月５日までに、

最低賃金について、すべての

都道府県の地方最低賃金審議

会で答申が取りまとめられ、

それらの結果、初めて全都道

府県で 1,000円を超え、全国

加重平均は 1,121円となりま

した（現在の 1,055 円から過

去最大の 66 円引上げ）。厚生

労働省は、最低賃金の引上げ

に対応する中小企業・小規模

事業者に対する支援策とし

て、９月５日から「業務改善

助成金」の拡充を行うことを

発表しました。 

 

◆業務改善助成金とは 

生産性向上に資する設備投

資等（機械設備、コンサルテ

ィング導入や人材育成・教育

訓練）を行うとともに、事業

場内最低賃金を一定額（各コ

ースに定める金額）以上引き

上げた場合、その設備投資な

どにかかった費用の一部を助

成するものです。 

 

 

 

 

・あくまで年齢によって判断

され、学生であることの要

件は求めない。 

・年間収入が 150 万円未満か

どうかの判定は、従来と同

様の年間収入の考え方に

より判定される。具体的に

は、認定対象者の過去の収

入、現時点の収入または将

来の収入の見込みなどか

ら、今後１年間の収入を見

込むこととなる。 

・令和７年 10 月１日以降の

届出で、令和７年 10 月１

日より前の期間について

認定する場合、19 歳以上

23 歳未満の被扶養者にか

かる年間収入の要件は 130

万円未満で判定する。 

 

 

国税庁が「年末調整のし

かた」を公表しました 

 

国税庁より「令和７年分 

年末調整のしかた」（全 64ペ

ージ、以下「パンフレット」

という。）が公表されました。

今年の年末調整には複数の

変更点があります。企業にお

いては早めの確認と実務へ

の備えが大切です。パンフレ

ットでは、「昨年と比べて変

わった点」として、以下の３

つが挙げられています。 

 

◆年末調整のしかた～改正

項目 

１ 所得税の基礎控除の見

直し等 

(1) 基礎控除の見直し：合

計所得金額に応じて基

礎控除額が 58 万円～95

万円に 

(2) 給与所得控除の見直：

最低保障額が 65万円に 

(3) 特定親族特別控除の

創設：所得者と生計を一

にする年齢 19歳以上 23

歳未満の親族で合計所

得金額が 58 万円超 123

万円以下の「特定親族」

がいる場合、合計所得金

額に応じて３万円～63

万円を控除 

(4) 扶養親族等の所得要

件の改正：同一生計配偶

者・扶養親族の合計所得

金額の要件が 58 万円以

下に 

２ 年末残高調書を用いた

方式（調書方式）による住

宅借入金等特別控除 

３ 令和８年分以後の給与

の源泉徴収事務における

留意事項 

※上記のほか、パンフレット 

19歳以上 23歳未満の被

扶養者認定要件変更の案

内 

 

◆被扶養者認定における年

間収入要件の変更 

令和７年度税制改正にお

いて、19 歳以上 23 歳未満の

親族等を扶養する場合にお

ける特定扶養控除の要件の

見直し等が行われました。こ

れを踏まえ、扶養認定を受け

る者（被保険者の配偶者を除

く）が 19 歳以上 23 歳未満で

ある場合の年間収入要件の

取扱いが変わりました。 

 

◆19 歳以上 23 歳未満の年間

収入要件が「150 万円未満」

に 

扶養認定日が令和７年 10

月１日以降で、扶養認定を受

ける者が 19 歳以上 23 歳未

満の場合は、現行の要件であ

る「年間収入 130 万円未満」

が「年間収入 150 万円未満」

に変更になります。「年間収

入要件」以外の要件に変更は

ありません。 

年齢要件（19 歳以上 23 歳

未満）は、扶養認定日が属す

る年の 12 月 31 日時点の年

齢で判定されます。 
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